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託
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その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

全国海岸協会負担金 ○ Ｓ44 42 1 ○ 288 0 0 288 ○ ○ ○ 0

全国地すべりがけ崩れ対策協議会負担金 ○ Ｓ48 38 1 ○ 190 0 0 190 ○ ○ ○ 0

土砂災害情報基盤システム等管理費 元気な社会 ○ Ｈ9 14 1 ○ 28,018 0 0 28,018 ○ ○ ○ ○ 0

水島侵食対策事業 ○ Ｈ21 2 1 ○ 59,706 59,706 0 0 ○ 0

4 4 0 0 4 0 88,202 59,706 0 28,496 0 3 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0

活動指標2結果分類

福井新元気宣言
における位置付け

平成
２２年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）砂防海岸課

会計区分

課・室名

成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応活動指標1結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

一般会計

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 砂防・海岸計画 Ｇ

1 □ ■ Ｓ44 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

300 300 288 288

300 288 288 288

300 288 288 288

6 6 6 6

3 3 3 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

所属の

方　針 整理統合

見　直　し　額

□

■

拡　　充

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

継　　続

平成22年度予算額

288

［活動指標、成果指標に対する評価］
[事業の評価]

結果分類

Ⅱ

Ⅱ

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

の推移

研修会の開催数

成果

図書等の出版数

　今後とも団体から有益な情報を取り入れ、また、支援を受けること等により、本県の海岸行政
の推進を図っていく。

その他特定財源

一　般　財　源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

288

平成19年度 ： 全国海岸協会負担金を縮減（12千円縮減）

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　実務講習会や技術研修会を通じての最新の技術提供は、職員の資質の向上につながっており、
また、機関誌等の発行を通じて国や各都道府県の海岸事業の現状等について情報を交換する場と
して機能しており、本県の海岸行政の推進に寄与している。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

△ 1.0%

△ 1.0%

（単位：千円）

全国海岸協会負担金 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

経過年数

国　庫

県　単

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

目標値、指標の積算根拠等

0.0%

0.0%

△ 1.0%

指標

□ 縮　　減

特　記　事　項

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況 〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

廃　　止

完　　了

□

千　円

□

□

休　　止

□ □ 終期の見直し

そ の 他

［事業内容］

指標

[事業目的]

　海岸に関する事業の推進に関わっている団体の活動費の一部を負担することにより、全国および本県の海岸行政の推進に寄与する。

　（社）全国海岸協会会費

　　　・海岸に関する調査研究
　　　・講習会、講演会、展覧会等の開催
　　　・海岸に関する知識および愛護思想の普及の徹底
　　　・機関誌、図書等の刊行
　　　・功労者の表彰等

[予算額および指標の推移等]

22年度

288

288

288

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

平均伸び率

土木 砂防海岸

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 砂防整備 Ｇ

1 □ ■ Ｓ48 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 38 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

280 260 260 240

280 260 260 240

280 260 260 240

3 3 3 3

3 3 3 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業目的]

　地すべりやがけ崩れに関する調査、研究および発表によって会員相互の技術の向上を図る。

　全国地すべりがけ崩れ対策協議会会費

　　・地すべりおよびがけ崩れに関する調査研究
　　・講習会、講演会、研究発表会等の開催
　　・図書等の刊行等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

22年度

190

190

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

□

千　円

完　　了

そ の 他

□ 終期の見直し

所属の

方　針

□ 縮　　減

休　　止

廃　　止

拡　　充

継　　続

整理統合□

　研修会や図書等を通して全国規模の情報を取り入れること等により、地すべりおよびがけ崩れ
に対する技術の向上に寄与している。

見　直　し　額

■ □ □

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業開始後の見直し状況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名 国　庫

一般会計
会計区分

結果分類

経過年数

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

事　業
開　始
年　度

県　単

△ 8.9%

平均伸び率

指標

［事業内容］

全国地すべりがけ崩れ対策協議会負担金 含まれる事業数

190

図書等の出版数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅱ

Ⅱ

△ 8.9%

△ 8.9%
目標値、指標の積算根拠等

特別会計
企業会計

その他

土木 砂防海岸

0.0%

の推移

研修会の開催数

成果

事業効果

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

　地すべりおよびがけ崩れに対する技術の向上を図るとともに各都道府県との情報交換の場を確
保するため、今後も継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 190

評価に基

づく今後

の 対 応

□

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

190

区　　　　　　分

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 砂防・海岸計画 Ｇ

1 □ ■ Ｈ9 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 14 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

27,247 34,329 83,634 31,398

25,379 32,098 77,731 29,999

25,379 32,098 77,618 29,991

97 98 98 98

100 100 100 100

1,804,242 1,855,754 2,023,607 1,551,521

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

所属の

方　針 整理統合

見　直　し　額

□

■

拡　　充

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

継　　続

平成22年度予算額

28,018

［活動指標、成果指標に対する評価］
[事業の評価]

結果分類

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

の推移 稼働率成果

土砂災害監視システム等管理数

　土砂災害による壊滅的な被害を回避するために整備された土砂災害雨量情報システムを引き続
き正常な状態で管理していく。

その他特定財源

一　般　財　源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

28,018

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　土砂災害雨量情報システムを正常に作動させることにより、土砂災害に対する警戒・避難活動
を行う場合の基本となる降雨等を正確に把握し、土砂災害に関する情報を的確に提供している。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

24.9%

25.2%

（単位：千円）

土砂災害情報基盤システム等管理費 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

経過年数元気な社会

日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

国　庫

県　単

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

0.0%

△ 3.8%

目標値、指標の積算根拠等

雨量観測局、中継局等0.3%

35.6%

指標 河川・砂防総合情報ＨＰアクセス数

□ 縮　　減

特　記　事　項

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況 〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

廃　　止

完　　了

□

千　円

□

□

休　　止

□ □ 終期の見直し

そ の 他

［事業内容］

指標

[事業目的]

　土砂災害から人命を守るため、降雨等を正確に把握し、市町による警戒・避難体制の整備を支援する必要がある。このため、土砂災害雨量情報システムを整備し、当該システムを正常な状態で管理す
る。

　土砂災害雨量情報システムが常に正常に作動するように管理を行う。
　当該システムは土砂災害による被害の防止・軽減のため、土砂災害警戒情報や補足情報（５ｋｍメッシュの土砂災害危険度判定結果）を県ホームページで情報提供するとともに、県・市町の防災担当者
や土砂災害危険箇所がある自治会長などでユーザー登録された方に対し、携帯メールでの配信も行っている。

[予算額および指標の推移等]

22年度

29,007

28,018

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

平均伸び率

土木 砂防海岸

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 砂防・海岸計画 Ｇ

1 □ ■ Ｈ21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

27,160

27,160

1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

[事業目的]

　貴重な観光資源である水島（敦賀市）が侵食を受けているため、現地の状況を調査して侵食原因を分析し、対策工法の検討および設計を行う。

　平成２１年度　　現地調査、観測データの収集・解析、侵食原因の分析
　平成２２年度　　対策工法の抽出・決定、試験施工実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

22年度

59,706

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

※成果指標について
水島の侵食原因を特定し、有効な対策工法の検討・設計を行う

 〕　／　整備目標

□

千　円

完　　了

そ の 他

□ 終期の見直し

所属の

方　針

□ 縮　　減

休　　止

廃　　止

拡　　充

継　　続

整理統合□

　平成２１年度は波浪観測調査等により侵食原因の分析を行うとともに、学識経験者や地域の代
表者、行政機関で構成する「水島侵食対策検討委員会」を設置し、侵食原因の特定を行った。そ
の分析結果を基に、平成２２年度は侵食対策工法を決定し、試験施工を実施した。

見　直　し　額

■ □ □

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業開始後の見直し状況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名 国　庫

一般会計
会計区分

結果分類

経過年数

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

事　業
開　始
年　度

県　単

‐

平均伸び率

指標

［事業内容］

水島侵食対策事業 含まれる事業数

59,706

侵食原因の調査、対策工法の検討・設計

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移 ‐

119.8%
目標値、指標の積算根拠等

特別会計
企業会計

その他

土木 砂防海岸

‐

の推移 成果

事業効果

部

実行予算

補 助 金

そ の 他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

　今後とも敦賀市や地域の代表者と十分に協議を行い、島全体の景観や環境にも配慮しつつ有効
な侵食対策を進めていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

□

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

59,706

59,706

区　　　　　　分

－４－


	07【砂海課】２２年度事務事業カルテ（別紙１・２）（最終）
	07【砂海課】２２年度事務事業カルテ（別紙１・２）（最終）２

